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1.  平成24年3月期の業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 8,995 3.1 397 16.8 419 13.1 234 22.6
23年3月期 8,723 3.4 340 64.1 370 54.5 191 56.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 30.08 ― 3.9 5.4 4.4
23年3月期 24.52 ― 3.2 4.8 3.9

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 7,805 5,999 76.9 770.17
23年3月期 7,807 6,025 77.2 773.14

（参考） 自己資本   24年3月期  5,999百万円 23年3月期  6,025百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 241 70 △235 2,805
23年3月期 444 △381 △201 2,729

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 233 122.3 3.9
24年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 233 99.7 3.9

25年3月期(予想) ― 15.00 ― 15.00 30.00 73.1

3. 平成25年 3月期の業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,530 0.9 200 10.7 210 8.8 130 8.3 16.67
通期 9,200 2.3 510 28.3 530 26.3 320 36.5 41.05



※  注記事項 

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 8,264,850 株 23年3月期 8,264,850 株

② 期末自己株式数 24年3月期 474,812 株 23年3月期 471,686 株

③ 期中平均株式数 24年3月期 7,792,013 株 23年3月期 7,795,004 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、【添付
資料】２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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（1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による急速な停滞にはじまり、後半は緩やかな回復

基調にあったものの、円高の長期化、欧州の財政問題、タイ洪水の影響などにより、厳しい状況下で推移しま

した。 

情報サービス産業におきましては、スマートフォン関連、クラウドサービス、ＢＣＰ（事業継続計画）対応

など、企業等の情報化投資は一部で回復の兆しはあるものの、一方では、顧客のコスト削減要請がますます強

くなる傾向にあります。 

このような情勢の下、当社では、顧客ニーズへの迅速な対応による案件獲得に注力し、技術者稼働率の向上

と安定を図りました。また、引き続き一括アウトソーシングの推進強化に経営資源を集中するとともに、案件

ごとの採算性向上を図り、収益性の改善に努めております。 

当事業年度の経営成績は、売上高8,995百万円（前期比3.1％増）、経常利益419百万円（前期比13.1％

増）、当期純利益234百万円（前期比22.6％増）となりました。 

部門別の営業状況は、次のとおりであります。  

（ネットワークサービス） 

運用業務の効率化やコストダウンの要請は年度を通して厳しかったものの、一括アウトソーシングでの受注

拡大を図るとともに、当事業への技術者投入を積極的に推進した結果、売上高は6,161百万円（前期比7.1％

増）となりました。 

（システム開発） 

ＥＲＰ（業務統合パッケージ）関連の案件獲得に努めたものの、組込関連業務において稼働工数が減少した

結果、売上高は2,059百万円（前期比1.3％減）となりました。 

（システム運用） 

汎用系の運用やオペレーション業務は、市場の縮小とともに価格下落が継続していることから、汎用系技術

からネットワーク系技術への移行に継続して取り組んだ結果、売上高は773百万円（前期比12.3％減）となりま

した。 

  

②次期の見通し 

今後のわが国経済は、先行き不透明な状況が続くと想定されます。国内ＩＴサービス市場は、若干のプラス

成長が予想されておりますが、当社を取り巻く経営環境においては、今後も企業等の情報化投資は慎重な姿勢

が継続するものと考えられ、引き続き厳しい状況が見込まれます。 

このような状況の下、当社は、環境変化への的確な対応を図ることを基本として、景況に比較的左右されな

い運用管理業務を中心としたネットワークサービスに軸足をおき、技術者育成に注力するとともに、上流工程

への移行と一括アウトソーシングの拡大による高付加価値化を進めてまいります。また、ＩＴサービスのクラ

ウド化への対応や多様な業種にわたる運用ノウハウを活かしたソリューションなど、当社の強み・得意分野の

強化を図り、より一層の業績拡大を目指すとともに、案件ごとの採算性向上に努め、収益性の改善を図ってま

いります。 

次期の業績につきましては、売上高9,200百万円（前期比2.3％増）、営業利益510百万円（前期比28.3％

増）、経常利益530百万円（前期比26.3％増）、当期純利益320百万円（前期比36.5％増）をそれぞれ目指して

おります。 

１．経営成績
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（2）財政状態に関する分析 

①資産・負債・純資産の状況  

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べ２百万円減少し、7,805百万円となりました。 

流動資産は718百万円増加し、5,614百万円となりました。主な要因は、１年以内に償還を迎える投資有価証券

を固定資産から流動資産に振り替えたことによる有価証券400百万円の増加や現金及び預金276百万円の増加、

売掛金48百万円の増加によるものであります。固定資産は721百万円減少し、2,191百万円となりました。主な

要因は、投資有価証券672百万円の減少や前払年金費用16百万円の減少、繰延税金資産10百万円の減少によるも

のであります。 

当事業年度末における負債合計は、前事業年度末に比べ22百万円増加し、1,805百万円となりました。 

流動負債は５百万円増加し、1,691百万円となりました。主な要因は、未払法人税等72百万円の減少があったも

のの、賞与引当金44百万円の増加や未払金18百万円の増加、未払費用14百万円の増加があったことによるもの

であります。固定負債は17百万円増加し、114百万円となりました。 

当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末に比べ25百万円減少し、5,999百万円となりました。主

な要因は、その他有価証券評価差額金24百万円の減少によるものであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況   

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ76百万円増加し、2,805百万円となりま 

した。なお、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は241百万円（前事業年度は444百万円の獲得）となりました。これは主に、税

引前当期純利益425百万円、賞与引当金の増加44百万円、法人税等の支払額262百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は70百万円（前事業年度は381百万円の使用）となりました。これは主に、投

資有価証券の売却による収入276百万円、有価証券の償還による収入300百万円、定期預金の払戻による収入300

百万円、投資有価証券の取得による支出313百万円、定期預金の預入による支出500百万円によるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は235百万円（前事業年度は201百万円の使用）となりました。これは主に、配

当金の支払額233百万円によるものであります。 

   

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

※自己資本比率：自己資本／総資産  
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算しております。 
２.有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

また、利払いについてはキャッシュ・フロー計算書の利息額を使用しております。  
平成22年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）及びインタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）については、営業キャ
ッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 
   

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営上の重要課題の一つとしており、経営基盤の強化と長期的な収益 

の向上を維持するとともに、配当については安定的かつ継続的に行うことを基本方針としております。 

当事業年度の期末配当金は、平成24年３月期の業績等を勘案し、１株当たり15.0円とさせていただく予定です。

この結果、年間配当金は前事業年度と同額の１株当たり年30.0円（配当性向99.7％）となります。 

また、次期の配当金については、当事業年度と同額の１株当たり年30.0円（中間配当15.0円）とさせていただく

予定です。なお、当社は株主優待制度を設けており、３月末現在の１単元以上の株主様に対して5,000円相当の郵便

局の「選べるギフト」券を贈呈する制度を実施しております。 

   平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

 自己資本比率（％）    75.7  76.2    79.6    77.2    76.9

 時価ベースの自己資本比率（％）    91.6    77.1  74.4  67.9  69.5

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）    1.0    0.8 －    1.0    1.8

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）    57.1    68.5 －    70.7    38.1
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（4）事業等のリスク 

当社の経営成績、財政状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。当社はこれ

らのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。なお、

記載のリスクについては、リスクの全てを網羅しているものではありません。また、文中の将来に関する事項は、

本決算短信提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

①外部環境の変化に対するリスク 

当社が属する情報サービス産業は、ユーザーである個々の企業等の情報化投資に係る予算統制の影響を受けるこ

とから、経済情勢の変化等により事業環境が悪化した場合、経営成績に影響を与える可能性があります。 

当業界では「顧客ニーズの多様化」「クラウドコンピューティングの発展」「新興国ベンダーの台頭」などの市

場環境変化により、技術レベルの高度化、複雑化とともに、顧客ニーズに対する付加価値の高いサービスの提供が

求められており、ますます競争が激化しております。また、情報サービス産業は比較的参入障壁が低く、価格競争

が生じやすい業界となっていることから、従来型の技術やサービスでは価格の低下に拍車がかかり、当社の経営成

績に影響を与える可能性が考えられます。 
  

②法的規制に関わるリスク 

当社は、常用雇用型の技術者派遣事業について、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条

件の整備等に関する法律」（以下、「労働者派遣法」という。）による規制を受けております。国会で継続審議さ

れていた労働者派遣法の一部を改正する法律が可決され、平成24年４月６日に公布、同年10月施行を予定されてお

りますが、現時点では、当社の常用雇用型技術者派遣事業への影響は軽微と判断しております。 

なお、同法をはじめとする関係諸法令は継続的に見直しが行われており、当社の事業に対して著しく不利となる

改正が行われた場合は、経営成績に影響を与える可能性があります。当社では、リスク軽減のため、一括アウトソ

ーシングによる請負化を進めております。 
  

③システム運用に関わるリスク 

大規模なシステム運用管理業務において、システム運用ミスによるシステムダウンが起きれば、損害賠償を請求

される可能性があります。当社では、日常的なチーム活動（小集団活動）や定期的に実施するノーミス・情報セキ

ュリティ強化月間をとおして、社員の技術力・意識の向上を図り、リスクの回避に努めております。また、万一に

備え情報サービス賠償責任保険に加入しております。 
  

④システム開発に関わるリスク 

当業界の開発需要は一括請負契約による受託案件が多く、受注時の見積以上の作業工数増大等により赤字が計上

される場合があります。また、納品の遅延や最終的に納品できなかった場合には、損害賠償責任が発生する可能性

があります。当社が受注するシステム開発は比較的小型案件が多く、業績に大きな影響を及ぼす赤字プロジェクト

の発生リスクは少ないと考えております。当社では、開発に係る瑕疵保証に備え情報サービス賠償責任保険に加入

しております。 
  

⑤特定の取引先へ依存するリスク 

当社の取引先は、官公庁、電気、自動車、金融、保険等特定の産業分野にかたよらない上場企業を中心とした優

良企業であります。主要取引先への売上割合は最大でも10％未満であり、特定の取引先への依存度による事業リス

クは少ないと考えております。 
  

⑥情報漏洩に関わるリスク 

当社は、業務を遂行するうえで個人情報を含む顧客の機密情報を取扱う場合があり、厳格な対応が求められてお

ります。当社では、情報セキュリティ基本方針を定めるとともに、機密情報が厳正に保護、管理されるよう、定期

的な強化月間や勉強会を実施するなど、実効性のある施策を講じております。 

また、全社的に個人情報マネジメントシステムを確立して個人情報の取扱いを厳格に管理しており、個人情報の

管理体制が十分に整っている企業に与えられるプライバシーマークを取得しております。なお、中部地区の事業所

において、ＩＳＯ/ＩＥＣ27001（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得しております。 

しかしながら、万一、機密情報の外部への漏洩が生じた場合、損害賠償を請求される可能性があります。当社で

はこのリスクに備え個人情報漏洩保険に加入しておりますが、当社の信用の失墜を招くことにより、経営成績等に

影響を与える可能性があります。 
  

⑦人的資源に関わるリスク 

当社の成長と業績は人材に大きく依存しており、高度技術者の採用・育成が重要となります。情報サービス産業

では人材の獲得競争が激しく、優秀な人材の確保は恒常的な課題となっております。人材の採用・育成または既存

社員の流出を防止できない場合は、当社の成長と業績に大きく影響する可能性があります。  
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最近の有価証券報告書（平成23年６月24日提出）における「事業の内容」から重要な変更がないため開示を省略して

おります。 

  

（1）会社の経営の基本方針 

当社は、創業以来の哲学である「誠」の精神を社是に掲げております。また、人と社会を重視する経営をとおし

て着実な成長を図る企業、不況・変化・競争に強く存在価値の高い企業を目指すとともに、次の「顧客・社員・株

主の満足」を追及しております。 

顧客満足・・・ＩＴソリューションの提供による顧客利益の向上 

社員満足・・・会社生活の充実による豊かなパーソナルライフの実現 

株主満足・・・企業価値の向上と利益還元 

   

（2）目標とする経営指標 

当社は企業価値の向上を目指し、売上高経常利益率、自己資本利益率（ＲＯＥ）、配当性向を重要な経営指標と

して、収益性とともに株主資本の効率的運用による投資効率の向上に努めております。 

   

（3）中長期的な会社の経営戦略 

「事業推進力の向上」「顧客対応力の強化」「プロフェッショナル人材の育成」「コンプライアンスとＣＳＲの

徹底」「株主利益の維持・向上」の５つを重点経営方針として、当社の強みとなる事業の成長と収益力の向上を図

り、企業価値の拡大に取り組んでおります。 

  

①事業推進力の向上 

「情報サービス市場の変化への的確な対応」を基本として、一括アウトソーシングの拡大を継続推進すると

ともに、ＩＴサービスのクラウド化への対応や当社の強み・得意分野の強化を図る。 

  

②顧客対応力の強化 

顧客ニーズの迅速な把握と提案力の向上を図り、顧客の期待を超える付加価値の高いサービスを提供する。 

  

③プロフェッショナル人材の育成 

当社にとって重要な資産である優秀な人材の確保に向け 

イ．技術力とともにマネジメント能力、折衝力を備えた「コアリーダー」を育成する。 

ロ．ＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）の導入によるキャリア開発支援をとおして高度技術者を育成する。 

ハ．採用力の強化と教育体系の再構築により、優秀な人材の獲得、育成を図る。 

  

④コンプライアンスとＣＳＲの徹底 

当社の事業モデルにおいては、関連法令や社会通念の遵守はもとより、情報セキュリティ体制を強化し、ミ

スや事故を発生させないことが顧客サービスの基本となる。内部統制システムの適正運用をはじめ、コンプラ

イアンスの徹底を図るとともに、環境への取り組み等も積極的に行い、モラルの高い健全な企業体質を維持・

向上する。 

  

⑤株主利益の維持・向上 

業容、業績の拡大とともに、継続的に企業価値を向上させることで株主利益の維持・拡大を図る。 

  

（4）会社の対処すべき課題 

上流工程へのシフトやアウトソーシング事業の拡大を推進するとともに、ＩＴサービスのクラウド化への対応や

当社の強み・得意分野の強化を図り、より付加価値の高いサービスを提供してまいります。事業の競争力を高め、

事業拡大と高収益化を実現させるには、優秀な人材の確保と技術力の向上が重要な課題となります。効果的な採用

活動を行うとともに、ＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）を基にした高度技術者の育成やマネジメント能力、折衝力を備

えたコアリーダーの育成を行い、当社の中枢を担っていく人材の強化を図ります。 

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．財務諸表 
（1）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,029,058 3,305,630

売掛金 1,238,940 1,287,445

有価証券 299,620 700,450

前払費用 46,096 44,126

繰延税金資産 271,320 266,436

その他 10,240 9,929

流動資産合計 4,895,276 5,614,018

固定資産   

有形固定資産   

建物 102,605 108,062

減価償却累計額 △45,707 △59,138

建物（純額） 56,898 48,923

工具、器具及び備品 104,073 100,525

減価償却累計額 △77,108 △73,771

工具、器具及び備品（純額） 26,965 26,753

リース資産 － 3,931

減価償却累計額 － △54

リース資産（純額） － 3,876

有形固定資産合計 83,863 79,553

無形固定資産   

ソフトウエア 7,096 4,098

電話加入権 4,670 4,670

無形固定資産合計 11,766 8,768

投資その他の資産   

投資有価証券 1,477,181 804,784

長期預金 500,000 500,000

賃貸建物 177,349 177,349

減価償却累計額 △113,460 △116,985

賃貸建物（純額） 63,888 60,364

賃貸備品 981 981

減価償却累計額 △872 △950

賃貸備品（純額） 108 30

賃貸土地 ※  46,312 ※  46,312

敷金及び保証金 249,748 239,287

貸倒引当金 △14,900 △13,000

敷金及び保証金（純額） 234,848 226,287

保険積立金 389,386 389,386

前払年金費用 80,415 64,122

繰延税金資産 15,739 4,907

その他 9,135 6,716

投資その他の資産合計 2,817,016 2,102,910

固定資産合計 2,912,646 2,191,233

資産合計 7,807,923 7,805,252
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 430,000 430,000

未払金 58,247 76,654

未払費用 371,164 385,752

未払法人税等 170,198 97,969

未払消費税等 72,040 71,825

預り金 30,257 31,304

賞与引当金 541,000 585,000

その他 12,767 12,796

流動負債合計 1,685,675 1,691,302

固定負債   

役員退職慰労引当金 96,980 110,910

リース債務 － 3,382

固定負債合計 96,980 114,292

負債合計 1,782,655 1,805,595

純資産の部   

株主資本   

資本金 733,360 733,360

資本剰余金   

資本準備金 623,845 623,845

その他資本剰余金 674 674

資本剰余金合計 624,519 624,519

利益剰余金   

利益準備金 144,000 144,000

その他利益剰余金   

別途積立金 4,090,000 4,090,000

繰越利益剰余金 863,236 863,897

利益剰余金合計 5,097,236 5,097,897

自己株式 △353,152 △355,263

株主資本合計 6,101,963 6,100,512

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,072 △21,089

土地再評価差額金 ※  △79,767 ※  △79,767

評価・換算差額等合計 △76,694 △100,856

純資産合計 6,025,268 5,999,656

負債純資産合計 7,807,923 7,805,252
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（2）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

売上高 8,723,737 8,995,375

売上原価 6,996,433 7,257,735

売上総利益 1,727,304 1,737,639

販売費及び一般管理費 ※  1,386,878 ※  1,340,006

営業利益 340,425 397,633

営業外収益   

受取利息 3,834 3,062

有価証券利息 7,486 11,492

受取配当金 5,633 6,434

賃貸不動産収入 8,111 8,172

助成金収入 14,991 2,678

保険事務手数料 1,386 1,376

雑収入 1,665 1,599

営業外収益合計 43,108 34,816

営業外費用   

支払利息 6,318 6,333

賃貸不動産費用 6,253 6,404

営業外費用合計 12,572 12,737

経常利益 370,961 419,712

特別利益   

投資有価証券売却益 － 33,243

特別利益合計 － 33,243

特別損失   

投資有価証券売却損 － 27,680

投資有価証券評価損 23,706 －

固定資産除却損 270 136

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,313 －

特別損失合計 32,290 27,816

税引前当期純利益 338,671 425,138

法人税、住民税及び事業税 180,377 186,169

法人税等調整額 △32,912 4,525

法人税等合計 147,465 190,694

当期純利益 191,206 234,443
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（脚注） 

  

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．労務費        

給与    4,599,596  4,580,056

賞与    451,940  567,447

賞与引当金繰入額    497,336  528,939

法定福利費    732,782  766,572

その他    151,234  157,621

計    6,432,889  92.0  6,600,637  90.9

２．外注加工費    364,623  5.2  469,252  6.5

３．経費    

家賃    160,539  138,549

賃借料    5,017  6,113

旅費交通費    10,877  16,418

減価償却費    1,110  838

その他    21,375  25,926

計    198,920  2.8  187,846  2.6

売上原価    6,996,433  100.0  7,257,735  100.0

         

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

原価計算の方法 

実際原価による個別原価計算 

原価計算の方法 

同左  
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（3）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 733,360 733,360

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 733,360 733,360

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 623,845 623,845

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 623,845 623,845

その他資本剰余金   

当期首残高 674 674

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 674 674

資本剰余金合計   

当期首残高 624,519 624,519

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 624,519 624,519

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 144,000 144,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 144,000 144,000

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 4,090,000 4,090,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,090,000 4,090,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 870,818 863,236

当期変動額   

剰余金の配当 △198,788 △233,782

当期純利益 191,206 234,443

当期変動額合計 △7,582 660

当期末残高 863,236 863,897
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 5,104,818 5,097,236

当期変動額   

剰余金の配当 △198,788 △233,782

当期純利益 191,206 234,443

当期変動額合計 △7,582 660

当期末残高 5,097,236 5,097,897

自己株式   

当期首残高 △350,973 △353,152

当期変動額   

自己株式の取得 △2,179 △2,111

当期変動額合計 △2,179 △2,111

当期末残高 △353,152 △355,263

株主資本合計   

当期首残高 6,111,725 6,101,963

当期変動額   

剰余金の配当 △198,788 △233,782

当期純利益 191,206 234,443

自己株式の取得 △2,179 △2,111

当期変動額合計 △9,761 △1,450

当期末残高 6,101,963 6,100,512

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 21,797 3,072

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18,725 △24,161

当期変動額合計 △18,725 △24,161

当期末残高 3,072 △21,089

土地再評価差額金   

当期首残高 △79,767 △79,767

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △79,767 △79,767

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △57,969 △76,694

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18,725 △24,161

当期変動額合計 △18,725 △24,161

当期末残高 △76,694 △100,856
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 6,053,755 6,025,268

当期変動額   

剰余金の配当 △198,788 △233,782

当期純利益 191,206 234,443

自己株式の取得 △2,179 △2,111

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18,725 △24,161

当期変動額合計 △28,487 △25,611

当期末残高 6,025,268 5,999,656
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（4）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 338,671 425,138

減価償却費 21,181 17,503

長期前払費用償却額 8,382 7,588

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,400 △1,900

賞与引当金の増減額（△は減少） 26,000 44,000

有形固定資産除却損 270 136

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,313 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15,480 13,930

投資有価証券評価損益（△は益） 23,706 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △5,562

受取利息及び受取配当金 △16,954 △20,989

支払利息 6,318 6,333

賃貸不動産収入 △8,111 △8,172

賃貸不動産費用 6,253 6,404

売上債権の増減額（△は増加） △20,068 △48,504

その他の資産の増減額（△は増加） 5,822 21,599

未払費用の増減額（△は減少） 4,300 14,588

未払消費税等の増減額（△は減少） 51,808 △215

その他の負債の増減額（△は減少） △1,953 19,155

その他 △806 △1,111

小計 475,014 489,923

利息及び配当金の受取額 16,795 20,004

利息の支払額 △6,292 △6,330

法人税等の支払額 △40,644 △262,185

営業活動によるキャッシュ・フロー 444,872 241,412

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,411 △2,301

投資有価証券の取得による支出 △399,960 △313,022

投資有価証券の売却による収入 21,879 276,675

有価証券の償還による収入 － 300,000

定期預金の預入による支出 △500,000 △500,000

定期預金の払戻による収入 500,000 300,000

賃貸不動産の賃貸による収入 8,111 8,087

賃貸不動産の管理による支出 △2,394 △2,802

敷金及び保証金の差入による支出 △6,198 △5,667

敷金及び保証金の回収による収入 3,931 9,421

その他 △2,527 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △381,571 70,391

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の増減額（△は増加） △2,179 △2,111

配当金の支払額 △198,896 △233,062

リース債務の返済による支出 － △57

財務活動によるキャッシュ・フロー △201,076 △235,231

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △137,775 76,572

現金及び現金同等物の期首残高 2,866,833 2,729,058

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,729,058 ※  2,805,630
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該当事項はありません。 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

（2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

（3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

 なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

（4）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、回収不能見込額を計上する

ことにしております。なお、貸倒懸念債権等については当事業年度末において該当事項はありません。 

（2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生事業年度から費用処理することにしております。 

 年金資産が退職給付債務を上回る部分については、前払年金費用として固定資産に計上しております。 

（4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。 

（5）継続企業の前提に関する注記

（6）重要な会計方針

（7）追加情報

- 14 -

旭情報サービス㈱ （9799） 平成24年３月期 決算短信（非連結）



（貸借対照表関係） 

※土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号 最終改正 平成13年３月31日）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しています。 

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条第３号に定め

る土地課税台帳（平成13年１月１日基準日）に登録されている価格に、合理的な調整を行って

算出しております。 

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日 

（損益計算書関係） 

※販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度３％、当事業年度３％、一般管理費に属する費用のおおよその

割合は前事業年度97％、当事業年度97％であります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

（株主資本等変動計算書関係）  

前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。  

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

（8）財務諸表に関する注記事項

  
前事業年度 

（平成23年３月31日）  
当事業年度 

（平成24年３月31日）  

再評価を行った土地の期末における時価と 

再評価後の帳簿価額との差額 
 千円 △11,686  千円 △12,480

  
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日）  

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日）  

役員報酬 千円 129,831 千円 127,752

給与  471,571  454,076

賞与  52,061  59,330

賞与引当金繰入額  54,641  56,060

役員退職慰労引当金繰入額  15,480  13,930

家賃  284,839  274,929

減価償却費   20,070  16,665

退職給付費用   12,142  12,595

法定福利費  79,142  79,769

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  8,264,850  －  －  8,264,850

合計  8,264,850  －  －  8,264,850

自己株式         

普通株式（注）  468,499  3,187  －  471,686

合計  468,499  3,187  －  471,686
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３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  81,861  10.50 平成22年３月31日 平成22年６月28日

平成22年10月28日 

取締役会 
普通株式  116,927  15.00 平成22年９月30日 平成22年11月26日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  116,897 利益剰余金  15.00 平成23年３月31日 平成23年６月24日

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  8,264,850  －  －  8,264,850

合計  8,264,850  －  －  8,264,850

自己株式         

普通株式（注）  471,686  3,126  －  474,812

合計  471,686  3,126  －  474,812

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  116,897  15.00 平成23年３月31日 平成23年６月24日

平成23年10月28日 

取締役会 
普通株式  116,885  15.00 平成23年９月30日 平成23年11月25日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  116,850 利益剰余金  15.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日
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（キャッシュフロー・計算書関係） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 当社の事業活動に必要な資金は、主として内部資金を源泉としておりますが、一部、長期的な観点から金融

機関より借入を実行しております。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、長期に滞留しているものはありませ

ん。有価証券及び投資有価証券は、全てその他有価証券であり、市場価格の変動リスクに晒されています。 

 借入金は主に事業資金の調達を目的としたものであり、全て１年以内の返済期日であります。 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社の債権管理基準に則り、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管

理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を図っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、有価証券及び投資有価証券について、定期的に時価を把握し、月次の保有状況を取締役会に報告

しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性

リスクを管理しております。 

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提状況等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。 

（4）信用リスクの集中 

 当事業年度末において、主要取引先への売上割合は最高でも10％未満であり、特定の大口顧客への信用リス

クの集中は少ないと考えております。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．を参照ください）。 
  
前事業年度（平成23年３月31日） 

  

  
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日）  

現金及び預金勘定  千円 3,029,058  千円 3,305,630

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △300,000  △500,000

現金及び現金同等物期末残高   2,729,058  2,805,630

  
貸借対照表計上額 

（千円）  
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  3,029,058  3,029,058  －

(2）売掛金  1,238,940  1,238,940  －

(3）有価証券及び投資有価証券  

その他有価証券  1,776,601  1,776,601  －

(4）長期預金  500,000  500,000  －

資産計  6,544,600  6,544,600  －

(1）短期借入金  430,000  430,000  －

負債計  430,000  430,000  －
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当事業年度（平成24年３月31日） 

  

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資 産 

（1）現金及び預金 

 預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

（2）売掛金 

 売掛金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

（3）有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券その他は取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。 

 また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。 

（4）長期預金 

 長期預金の時価については、元利金の合計額を同様の新規預金を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。 

負 債 

（1）短期借入金 

 短期借入金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

  

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3）有価証券及び投

資有価証券」には含めておりません。 

  

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成23年３月31日） 

  

  
貸借対照表計上額 

（千円）  
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  3,305,630  3,305,630  －

(2）売掛金  1,287,445  1,287,445  －

(3）有価証券及び投資有価証券  

その他有価証券  1,505,034  1,505,034  －

(4）長期預金  500,000  500,000  －

資産計  6,598,110  6,598,110  －

(1）短期借入金  430,000  430,000  －

負債計  430,000  430,000  －

    （単位：千円）

 区分 
前事業年度 

（平成23年３月31日）  
当事業年度 

（平成24年３月31日）  

非上場株式  200  200

  
１年以内 
（千円）  

１年超５年以内 
（千円）  

５年超10年以内 
（千円）  

10年超 
（千円）  

(1）現金及び預金  3,028,005  －  －  －

(2）売掛金  1,238,940  －  －  －

(3）有価証券及び投資有価証券  

その他有価証券  300,000  1,000,000  －  －

(4）長期預金  －  500,000  －  －

合計  4,566,946  1,500,000  －  －
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当事業年度（平成24年３月31日） 

  

（有価証券関係） 

１．その他有価証券  

（注）１．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において、その他有価証券で時価

のあるものについて23,706千円減損処理を行っております。 

（注）２．当社では有価証券個々の銘柄の時価の下落率が30％以上になった場合、時価が「著しく下落した」と判断し、

減損処理を行うことにしております。 

  

（注）当社では有価証券個々の銘柄の時価の下落率が30％以上になった場合、時価が「著しく下落した」と判断し、減損

処理を行うことにしております。 

  

  
１年以内 
（千円）  

１年超５年以内 
（千円）  

５年超10年以内 
（千円）  

10年超 
（千円）  

(1）現金及び預金  3,304,534  －  －  －

(2）売掛金  1,287,445  －  －  －

(3）有価証券及び投資有価証券  

その他有価証券  700,000  610,000  －  －

(4）長期預金  －  500,000  －  －

合計  5,291,979  1,110,000  －  －

前事業年度（平成23年３月31日）  

   種類 
貸借対照表計上額

（千円）  
取得原価 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 

株式  87,811  66,995  20,816

債券  100,930  100,000  930

その他  135,077  102,352  32,725

小計  323,818  269,347  54,471

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 

株式  115,962  173,659  △57,697

債券  1,197,060  1,199,698  △2,638

その他  139,760  168,760  △29,000

小計  1,452,782  1,542,118  △89,335

合計  1,776,601  1,811,465  △34,864

当事業年度（平成24年３月31日現在） 

   種類 
貸借対照表計上額

（千円）  
取得原価 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 

株式  79,424  66,994  12,429

債券  801,510  799,861  1,648

その他  －  －  －

小計  880,934  866,856  14,077

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 

株式  117,350  149,953  △32,603

債券  506,750  512,352  △5,602

その他  －  －  －

小計  624,100  662,305  △38,205

合計  1,505,034  1,529,162  △24,127
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２．事業年度中に売却したその他有価証券 

前事業年度 

該当事項はありません。 

  

当事業年度  

  

（デリバティブ取引関係） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（持分法損益等） 

 当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

（関連当事者情報） 

 該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

種類 売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

その他    273,278    33,243    27,680

合計  273,278  33,243  27,680

  前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

繰延税金資産 

賞与引当金 千円221,810 千円222,358

賞与引当金に係る未払社会保険料  26,854   28,469

未払事業税  13,657   7,634

一括償却資産  892   1,008

未払事業所税  3,985   3,625

役員退職慰労引当金  39,761   39,528

投資有価証券評価損  84,730   60,028

その他有価証券評価差額金  14,230   3,038

その他  16,843   15,167

繰延税金資産小計  422,765   380,858

評価性引当額  △102,733   △86,205

繰延税金資産計  320,031   294,652

繰延税金負債 

前払年金費用  △32,970   △23,308

繰延税金負債計  △32,970   △23,308

繰延税金資産の純額  287,060   271,343
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

   

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引

下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の41.0％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込ま

れる一時差異については、35.6％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産21,754千円、その他有価証券評価差額金450千円がそれぞれ減少し、法人税等

調整額21,304千円が増加しております。  

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金制度を設けております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

  前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

法定実効税率 ％ 41.0 ％ 41.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.3   1.8

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.3   △0.3

住民税均等割等  1.2   2.4

評価性引当額  0.6   2.9

投資有価証券評価損認容  △1.9   △7.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  －   5.0

その他  0.6   △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率  43.5   44.9

    前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

（1） 退職給付債務（千円）  △1,278,304 △1,374,052

（2） 年金資産（千円）  1,253,998 1,341,044

（3） 未積立退職給付債務 (1)＋(2)（千円）  △24,306 △33,007 

（4） 未認識数理計算上の差異（千円）  104,721 97,129 

（5） 貸借対照表計上額の純額(3)＋(4)（千円）  80,415 64,122 

（6） 前払年金費用（千円）  80,415 64,122 

  前事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

退職給付費用（千円）  151,723 159,223 

（1）勤務費用（千円）  134,536 135,071 

 （2）利息費用（千円）  24,214 25,566 

（3）期待運用収益（減算）（千円）  △18,008 △18,809 

（4）数理計算上の差異の費用処理額（千円）  10,981 17,395 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（1）退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

  

（2）割引率 

  

（3）期待運用収益率 

  

（4）数理計算上の差異の処理年数 

 ７年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を発生事業年度より費用処理する

方法としております。） 

（資産除去債務関係） 

前事業年度（平成23年３月31日） 

（1）当該資産除去債務の概要 

 当社は本社ビル等の不動産賃借契約に伴う原状回復義務を有しておりますが、当該資産除去債務に関して

は、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃借契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと認められ

る金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。 

  

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間は20年と見積もり、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を計算しております。 

  

（3）当該資産除去債務の総額の増減 

 資産除去債務の負債計上に代えて敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そ

のうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法を用いているものに関して、期首時点において敷

金の回収が最終的に見込めないと算定した金額は33,940千円であります。また、資産除去債務の期中における

増減はありません。 

  

当事業年度（平成24年３月31日） 

（1）当該資産除去債務の概要 

 当社は本社ビル等の不動産賃借契約に伴う原状回復義務を有しておりますが、当該資産除去債務に関して

は、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃借契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと認められ

る金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。 

  

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間は20年と見積もり、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を計算しております。 

  

（3）当該資産除去債務の総額の増減 

 当事業年度において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額として算定した金額は 千円

であります。また、資産除去債務の期中における増減はありません。 

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

 ％ 2.0  ％ 2.0

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

 ％ 1.5  ％ 1.5

33,940
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（賃貸等不動産関係） 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のマンション（土地を含む）を有しております。 

前事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸収益は1,857千円（賃貸収入は営業外収益に、賃貸費用は営業

外費用に計上）であります。 

当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸収益は1,767千円（賃貸収入は営業外収益に、賃貸費用は営業

外費用に計上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、以下のとおりであります。 

  

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．期中増減額のうち、前事業年度の主な減少は、賃貸不動産の減価償却（3,858千円）であり、当事業年度の主

な減少は、賃貸不動産の減価償却（3,602千円）であります。 

３．期末の時価は、主として「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額であります。  

（セグメント情報等） 

 ａ．セグメント情報  

 当社の事業は、情報サービス事業並びにこれらの附帯業務の単一事業であります。したがいまして、開示対象と

なるセグメントはありませんので、前事業年度と当事業年度の記載を省略しております。 

 ｂ．関連情報 

１．製品及びサービスごとの情報 

 当社の事業は、情報サービス事業並びにこれらの附帯業務の単一事業であるため、記載を省略しております。

  

２．地域ごとの情報 

（1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

（2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

    （単位：千円）

    
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日）  

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日）  

貸借対照表計上額  

期首残高  114,168  110,309

期中増減額  △3,858  △3,602

期末残高  110,309  106,706

期末時価    98,878  95,640

項目 
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 773.14 円 770.17

１株当たり当期純利益 円 24.52 円 30.08

項 目 
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

当期純利益（千円）  191,206  234,443

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  191,206  234,443

普通株式の期中平均株式数（株）  7,795,004  7,792,013
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（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

（1）役員の異動 

①代表取締役の異動 

該当事項はありません。   

   

②その他の取締役の異動 

該当事項はありません。 

  

（2）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

当事業年度の生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

②受注状況 

当事業年度の受注状況を部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

③販売実績 

当事業年度の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。   

５．その他

部門別 生産実績（千円） 前期比（％） 

ネットワークサービス  6,161,950  107.1

システム開発  2,059,860  98.7

システム運用  773,976  87.7

合計  8,995,787  103.1

部門別 受注高（千円） 前期比（％） 受注残高（千円） 前期比（％） 

ネットワークサービス  6,156,356  107.0  4,989  49.1

システム開発  2,059,860  98.7     －     － 

システム運用  773,976  87.7 －     － 

合計  8,990,193  103.1  4,989  49.1

部門別 販売実績（千円） 前期比（％） 

ネットワークサービス  6,161,538  107.1

システム開発  2,059,860  98.7

システム運用  773,976  87.7

合計  8,995,375  103.1
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